
１．プランを推進するにあたっての大目標：「○○」（施策目標○－○）※政策評価における「施策名」と「政策・施策番号」
を記載する。

概要：○○・・・※政策評価における「施策の概要」を転記する。

２．プログラム名：○○分野研究開発プログラム
概要：○○・・・※当該分野研究開発プログラムに係る政策評価における施策の「達成目標」を転記する。

上位施策：○○（令和○年○月○日○○決定）
※文部科学省が対応すべき内容を抜粋する。 ※別添可

△△（令和△年△月△日△△決定）
・
・
・

【○○分野研究開発プラン（仮称）（フォーマット案）】

令和○年○月○日

○○委員会

科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会

（第78回） より

R3.8.27

（１枚にまとめる）

資料2-2
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個別の研究開発課題名
概要：
目標：
・政策評価の達成目標における測定指標
・行政事業レビューにおける成果指標
・行政事業レビューにおける活動指標 等

中前

前 後
中

後

中

後中

前

前

個別の研究開発課題名
概要：
目標：
・政策評価の達成目標における測定指標
・行政事業レビューにおける成果指標
・行政事業レビューにおける活動指標 等

個別の研究開発課題名
概要：
目標：
・政策評価の達成目標における測定指標
・行政事業レビューにおける成果指標
・行政事業レビューにおける活動指標 等

前 中 後

個別の研究開発課題名
概要：
目標：

個別の研究開発課題名
概要：
目標：
・政策評価の達成目標における測定指標（案）
・行政事業レビューにおける成果指標（案）
・行政事業レビューにおける活動指標（案）等

○重点的に推進すべき取組と該当する研究開発課題、指標
※重点的に推進すべき取組を記載する。
※研究開発課題ごとに概要、目標を記載する。
※指標は、研究開発課題ごとに政策評価、行政事業レビューの指標を参考に記載し、それ以外の指標の設定・変更も可とする。

重点的に推
進すべき取
組の結果
得られるア
ウトカムを
記載

重点的に推
進すべき取
組の結果
得られるア
ウトカムを
記載

重点的に推
進すべき取
組を記載

重点的に推
進すべき取
組を記載

【○○分野研究開発プラン（仮称）／□□研究開発プログラム（フォーマット案）】

○○委員会

2



１．プランを推進するにあたっての大目標： 「環境・エネルギーに関する課題への対応」（施策目標９-2）
※ 政策評価における「施策名」と「政策・施策番号」を記載する。

概要： 気候変動やエネルギー確保の問題等、環境・エネルギー分野の諸問題は、人類の生存や社会生活と密接に関係して
いる。このことから、環境・エネルギー分野の諸問題を科学的に解明するとともに、国民生活の質の向上等を図るための研究
開発成果を生み出す必要がある。※ 政策評価における「施策の概要」を転記する。

２．プログラム名： 環境エネルギー分野研究開発プログラム
※ 当該分野研究開発プログラムに係る政策評価における施策の「達成目標」を転記する。

•達成目標１：気候変動予測技術の高精度化及び地球環境分野のデータ利活用

気候変動に係る政策立案や具体的な対策の基盤となる気候モデルの高度化等により、気候変動メカニズムの解明やニーズ
を踏まえた高精度予測情報の創出を推進する。また、地球環境データを蓄積・統合解析するデータ統合・解析システム
（DIAS）を活用した地球環境分野のデータ利活用を推進するとともに、国、自治体、企業等の気候変動対策を中心とした
意思決定に貢献する地球環境データプラットフォーム（ハブ）として長期的・安定的な運用の確立を目指す。

•達成目標２：脱炭素化技術の研究開発と地域の脱炭素化加速に向けた分野横断的な知見の創出

エネルギーの安定的な確保と効率的な利用、温室効果ガスの抜本的な排出削減を実現するため、目指すべきエネルギー

システム等の社会像に関する検討・議論を見据えつつ、従来の延長線上ではない新発想に基づく脱炭素化技術の研究開発を
大学等の基礎研究に立脚して推進するとともに、地域の脱炭素化加速に向けた分野横断的な知見を創出する。

上位施策：
 第６期科学技術・イノベーション基本計画 （令和３年３月26 日閣議決定）

 統合イノベーション戦略2021 （令和３年６月18日閣議決定）

 地球温暖化対策計画 （令和3年10月22日閣議決定）

 気候変動適応計画（平成30年11月27日閣議決定）

 パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略 （令和元年６月１1日閣議決定）
 革新的環境イノベーション戦略（令和2年1月21日統合イノベーション戦略推進会議決定）

【環境エネルギー分野研究開発プラン（仮称）】

※ 文部科学省が対応すべき内容を抜粋する。
※ 別添可

環境エネルギー科学技術委員会事務局作成のイメージ

3



2014

(FY26)

2015

(FY27)

2016

(FY28)

2017

(FY29)

2018

(FY30)

2019

(FY31)

2020

(FY2)

2021

(FY3)

2022

(FY4)

2023

(FY5)

2024

(FY6)

2025

(FY7)

2026

(FY8)

地球環
境データ
を蓄積・
統合解
析する
データ統
合・解析
システム
(DIAS)

を活用し
た地球
環境分
野の
データ利
活用を
推進

地球環境情報
統融合プログラム

中後 後 前

地球観測・予測、社会・経
済データとの統合解析、成
果の情報発信やその国内
外の利活用の促進などに
必要な研究開発

統合的気候モデル高度化研究プログラム

中前 後

気候変動予測先端研究プログラム

前

概要：全ての気候変動対策の基盤となる気候モデルの高度化を通
じて、国内外における気候変動対策に活用できる、気候変動メカニ
ズム等の解明や高精度予測情報を創出。
・測定指標：国際共同研究等の海外連携実績
・成果指標：国、自治体等の気候変動対策等の地球規模課題解決
の検討や国際貢献
・活動指標：累計論文数

気候変動リスク情報創生
プログラム

概要：気候変動リスク管理に必要と
なる基盤的情報の創出に向けて、
気候変動の確率的予測技術の開
発や、精密な影響評価技術の開発
を推進。

概要：気候シミュレーション技術と観測データとの融合研究等を通
じて、気候辺土王メカニズムの解明、気候変動対策の科学的根拠
となる予測情報の高精度化を推進。脱炭素社会実現に向けて温
室効果ガス排出許容量(カーボンバジェット)等を評価
・成果指標：国、地方自治体、国際機関、民間企業等の気候変動
対策検討への活動実績
・活動指標1：累積論文数
・活動指標2：海外連携実績

地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム
(DIAS)
地球規模課題の開発に貢献するため、地球観測データや気候変動予
測結果、社会経済データ等を統合解析し、科学的・社会的に有効な情
報を創出するための共有的プラットフォームを構築
・成果指標1：DIASの利用者数
・成果指標2：他プラットフォームやスーパーコンピューター等との連携数
・活動指標1:地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラムにて提
供された共通基盤技術(アプリケーション等)の数

【環境エネルギー分野研究開発プラン（仮称）／環境エネルギー分野研究開発プログラム】

○重点的に推進すべき取組と該当する研究開発課題、指標

達成目標1. 気候変動予測技術の高精度化及び地球環境分野のデータ利活用
気候モデルの高度化等により、気候変動メカニズムの解明やニーズを踏まえた高精度予測情報の創出を推進する。また、地球環境分野のデータ
利活用を推進するとともに、国、自治体、企業等の気候変動対策を中心とした意思決定に貢献する長期的・安定的な運用の確立を目指す。

中

後

気候変
動適応
研究推
進プロ
グラム

気候変動
適応研究
の推進、適
応策検討
への科学
的知見の
提供

概要：地球環境データを蓄積・統合解析するデータ統合・解析システム(DIAS)を
活用した地球環境分野のデータ利活用を推進するとともに、国、自治体、企業
等の意思決定に貢献する気候変動対策を中心とした地球環境データプラット
フォーム(ハブ)の実現を推進
・測定指数：DIASの利用者数
・活動指標１：地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業にて提供された
共通基盤技術(アプリケーション等)の件数
・活動指標2：地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業にて登録された
データセットの累計件数

前

地球環境データ統合・解析プラットフォーム事業

後

環境エネルギー科学技術委員会事務局作成のイメージ

気候変動適応技術社会実装プログラム(SI-CAT)

気候変動に係る最先端研究を社会実装という出口へと橋渡しする
協働体制をシステムとして設計・構築することで、自治体における最
適な適応策策定等の支援を実現する。
・成果指標：気候変動適応に関する計画や対策の立案・検討・実施
を開始した地方公共団体等の数
・活動指標：気候変動影響評価・適応策評価技術の研究開発に参
画した地方公共団体

前

後

国、地方
自治体、
国際機関、
民間企業
等の気候
変動対策
検討への
活用
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【JST】戦略的創造研究推進事業 先端的低炭素化技術研究開発(ALCA)

中前 後 後中前

大学等との連携
による地域の脱
炭素化の取組
を加速し、我が
国の脱炭素化
目標の実現に
貢献する。

リチウムイオン蓄電池に代わる革新的な次世代蓄電池の研究開発を加速するとともに、温室効果ガス削減に大きな可能性を有し、
かつ従来技術の延長線上にない、世界に先駆けた画期的な革新的技術の研究開発を推進。

省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体
研究開発

中前 後

革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術
研究開発事業

大学等が地域の脱
炭素化に向けた取
組を支援するため
に必要な基盤的な
研究開発を推進

省エネルギー社会の実現に向け、理論・シミュレーションも活用した
材料創製からデバイス化・システム応用まで、窒化ガリウム(GaN)等
の次世代半導体の研究開発を一体的に加速するため。団が区間が
結集した研究開発拠点を構築。
・成果指標１：特許出願累積件数
・成果指標２：ウエハ・デバイスの試作数
・成果指標３：本事業による論文数
・活動指標：材料創製やデバイス化、システム応用等に関する研究
論文テーマ数

大学の力を結集した、地域の脱炭素化加速のための
基盤研究開発
大学等が地域の脱炭素化の取組を支援するためのツール等の開発に
係る基盤的研究の推進と研究成果等の共有のための大学間ネット
ワークの構築

・測定指標：温室効果ガスの抜本的な排出削減に向けた明確な課題解
決のための研究開発による論文累積件数
・活動指標：大学等間ネットワークに参画する大学等数

GaN等の優れた材料特性を実現できるパワーデバイスやその特
性を最大限生かすことのできるパワエレ回路システム、その回路
動作に対応できる受動素子等を抄出し、省エネ・高性能なパワエ
レ機器の創出を実現。
・成果指標１：論文累積件数
・成果指標２：特許出願累積件数
・成果指標３：分野・領域横断の共同研究件数
・活動指標：パワエレ回路システム、パワーデバイス、受動素子等
に関する研究開発テーマ数

【JST】脱炭素化に向けた
革新技術シーズの創出

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、技術
シーズ創出を加速。
テーマ例：①新規技術シーズの創出

【環境エネルギー分野研究開発プラン（仮称）／環境エネルギー分野研究開発プログラム】

○重点的に推進すべき取組と該当する研究開発課題、指標

達成目標2. 脱炭素化技術の研究開発と地域の脱炭素化加速に向けた分野横断的な知見の創出

目指すべきエネルギーシステム等の社会像に関する検討・議論を見据えつつ、従来の延長線上ではない新発想に基づく脱炭素化技術の研究
開発を大学等の基礎研究に立脚して推進するとともに、地域の脱炭素化加速に向けた分野横断的な知見を創出する。

【JST】低炭素社会実現のための社会シナリオ研究事業(LCS)

望ましい社会の姿を描き、その実現に至る道筋を示す社会シナリオ研究を推進し、低炭素社会実現のための社会シナリオ・戦略を提案

次世代半導体の研究
開発を加速。
基礎基盤研究を推進

2050年の抜本的な温室効果ガス削減に向けて従来技術の延長線上にない革新的エネルギー技術の研究開発を推進

【JST】未来社会創造事業「地球規模課題である低炭素社会の実現」領域

次世代半導体
のウエハおよび
それらを活用し
たデバイスの研
究開発を促進

環境エネルギー科学技術委員会事務局作成のイメージ
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